
担当部署名 担当課長名 小山英之

1012 1

（直近）

72.8%

0.16 840 0.16 1,248 0.13 1,014 0.21 1,638 81.3%

0.06 480 0.16 1,248 0.13 1,014 0.21 1,638 81.3%

0.10 360 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

77.0%

- 

- 

- 

77.0%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 件 2 2 1 2 2

（2） 件 21 23 24 26 21

（3） 回 2 1 0 1 1

（4）

(※) 第１期実施計画の
分類番号/事業番号/枝番号

都市建設部まちづくり課駅周辺を中心とした市街地整備

まちなみ保存整備事業

総合計画の施策名
事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名

財務会計上の事業名 まちなみ保存補助事業

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

財務会計上の短縮番号 5113

事 業 区 分

※見直し内容を記入

まちなみ保存区域内の建造物権利者

旧池田町の中には古い建築物や歴史・文化資産が分布している。これらが持つ風情のある佇まいを保存
し、後世に伝える。

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

平成２２年度事 業 内 容 の 見 直 し

区　　　　　分

（　　　              　　）

補助件数（年間）

3,6381,9452,527

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

内　　　　　　　　容 単位区　　　　　分

選択の理由
事業開始から１０年が経過し、一定の成果があると考えるが改善すべき点もあるため、制度の見直しが必
要。

選択の理由

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

申請に基づく事業にあたる。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

一般財源

限られた予算の中ではあるが、一定の成果があると考える。
平成２６年度で事業開始から１０年が経過するため、これまでの成果、課題を踏まえ、
制度の見直しを行い、当事業の更なる発展を目指す。

成果の達成状況

３　成果の達成状況等

限られた予算の中ではあるが、一定の成果があると考える。しか
し、一般住宅以外の店舗などに補助してすぐに店子が替わる場
合の取扱いが課題である。（現在事例なし）

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策

26年度の取組方針

制度活用へのＰＲ

補助件数（累積）

2,000

H25/H24
(予算）(決算）(決算）

23 年度 25 年度

1,279 931

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

１　事務事業の概要

(決算）

事　業　費（千円）

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

24 年度

補助金の上限額の見直し（２００万円⇒１００万円）

池田市まちなみ保存整備事業補助金交付要綱

  （平成16年度　～　）

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

実 施 期 間

まちなみ保存区域内に存在する建造物の新築・修理を行うものに対して補助金を交付する。
・建物の修理に対する費用、区域内権利者への制度活用ＰＲ

　（平成　　年度～平成　　年度）

実 施 根 拠

※根拠となる法令の条項
   までを記入

２　事業コスト・指標値の推移
26 年度

2,000

人  件  費  （人・千円）

事
業
コ
ス
ト
等

内
 

訳

2,840
その他財源

  支  出  合  計　Ａ

受益者負担　Ｂ
財
 

源

国・府支出金

アルバイト

再任用短時間勤務職員

2,527 1,945

非常勤職員

正職員

2,840

任期付短時間勤務職員

3,638

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



担当部署名 担当課長名 小山英之

1013 1

（直近）

- 

0.01 80 0.02 156 0.02 156 0.02 156 100.0%

0.01 80 0.02 156 0.02 156 0.02 156 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

100.0%

- 

- 

- 

100.0%

- 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 団体 1 0 0 －

（2） 団体 1 0 0 －

（3）

（4）

事務事業評価シート（２５年度実施事務事業）

総合計画の施策名 駅周辺を中心とした市街地整備 都市建設部まちづくり課

事 業 区 分

事
務
事
業
名

(※) 第１期実施計画の事業名 魅力あるまちづくり助成事業
(※) 第１期実施計画の

分類番号/事業番号/枝番号

財務会計上の事業名 魅力あるまちづくり助成事業 財務会計上の短縮番号 5070

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プラン」による。

１　事務事業の概要

（　　　              　　）

事 業 の 対 象
 【誰（何）を】

まちづくりに取り組む団体

事 業 の 手 段
 【どうする（させる）ことで】

地域に良好な住環境の保全に関する建築協定等の調査研究を目的としたまちづくりに取り組む団体の活
動支援を行う。

事 業 内 容 の 見 直 し

※見直し内容を記入

 会計区分（会計名を記入） （　　　              　　）

事 業 の 目 的
 【どのような結果を得るか】

地域住民が主体となってまちづくりを行う意識の向上

実 施 期 間   （平成８年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

実 施 根 拠

２　事業コスト・指標値の推移

※根拠となる法令の条項
   までを記入

魅力あるまちづくり助成要綱

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
23 年度 24 年度

事　業　費（千円） 1 0

25 年度 26 年度
H25/H24

(決算） (決算） (決算） (予算）

0 30

人  件  費  （人・千円）

内
 

訳

正職員
再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト
186

財
 

源

国・府支出金

  支  出  合  計　Ａ 81 156 156

受益者負担　Ｂ

一般財源 81 156 156 186
その他財源

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

選択の理由
活動団体からの申請による助成が主な事業なため、成果達成の判断ができないが、今後も、建築協定や
地区計画の策定等まちづくりへの取り組みが想定されるため、事業は継続とする。

市民主導・行政支援型まちづくりの推進

まちづくり組織への活動支援

３　成果の達成状況等
成果の達成状況

26年度の取組方針

団体からの申出により助成を行うため、年度によって未執行となることが課題。また、助
成する予算が小額のため積極的にＰＲができない。
地域分権の活動とも連携しながら、まちづくりの取り組み状況、課題等について、積極
的に情報収集を行うとともに、団体設立の補助や活動団体への技術的支援等を積極
的に行っていくべきと考える。

団体からの申出により助成を行うため、年度によって未執行とな
ることが課題。また、助成する予算が小額のため積極的にＰＲが
できない。しかし、今後地域コミュニティなどまちづくりを検討され
る場合が予想されるため廃止はできないと考える。

（参考）今後のアウトソーシング
　　　　 導入の可否

選択の理由 申請に基づく事業にあたる。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

１　導入済 ２　事業の全てが可能 ３　事業の一部が可能 ４　不可能

１　事業内容・手法を改善 ２　現在の事業内容を継続 ３　事務事業を廃止

Ａ　目標に向かって順調に推移している Ｂ　目標に向かって順調に推移していない Ｃ　判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果


